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介護におけるデジタル技術の活用の全体像

＜現場の課題＞
・介護人材の確保
・ケアの質の向上

・現場の業務上の
課題把握

・業務の明確化

・対策の立案
・実行計画の策定

デジタル等を活用した
省力化

・職員の負担軽減
・間接業務の削減や
余裕時間を活用した
ケアの充実

・介護ロボット、ICT等の導入
・業務方法や役割分担の見直し

ケアに関する計画書等
の作成

計画書等に基づいた
ケアの実施

フィードバック情報
による計画書等の
改善

介護現場の生産性向上の推進
※今回のレビューの対象事業の範囲

申請書類のデジタル化
・賃上げ等の処遇改善
・外国人材の活用等

科学的介護の推進

改善された計画書等
に基づくケアの実施

利用者状態、ケアの
実績等のLIFEへの入力



令和５年度当初予算額 1.7億円

•介護人材の確保が急務となる中で、介護ロボット・ICT等のテクノロジーや、いわゆる介護助手等を活用し、業務の改善や効率化等を進めることにより、職員の業務負担の軽減を図
るとともに、それらにより生み出した時間を直接的な介護ケアの業務に充て、利用者と職員が接する時間を増やすなど、介護サービスの質の向上にも繋げていくことが重要。

•こうした介護現場の生産性向上の取組を促進するため、ガイドラインや効果測定ツール等を活用した介護事業者に対する理解促進や定着支援を行うとともに、フォーラムの開催や
ポータルサイトの作成等による普及啓発を行う。

１ 事業の目的

介護事業所における生産性向上推進事業

① 生産性向上ガイドライン等の理解促進や定着支援のためのセミナー開催と伴走支援
② 生産性向上の取組の好事例の横展開や機運を高めるためのフォーラム開催
③ 生産性向上を促進するための調査研究等

２ 事業の概要

国 委託先

委託

介護施設等

事業展開 自治体

３ 実施主体等

４ 事業実績等

【平成30年度】
 生産性向上ガイドライン
作成（施設系、居宅系、
医療系）

 事業所への伴走支援
 生産性向上協議会開催
（256名）

【令和元年度】
 生産性向上ガイドライン
改訂

 事業所への伴走支援
 E-ラーニング教材作成
 タイムスタディツール等
開発

 自治体によるパイロット
事業（7自治体）

【令和２年度】
 全国セミナー（209法人）
開催

 業務改善推進スキル手引き
作成

 事業所への伴走支援
 居宅系サービス向けセミ
ナー開催

 生産性向上推進フォーラム
開催

 自治体によるパイロット事
業（3自治体）

【令和３年度】
 全国セミナー（216法人）
開催

 効果測定ツール開発
 事業所への伴走支援
 業務改善推進スキル研修手
順書作成

 業務改善スキルセミナー

【令和４年度】
 ビギナーセミナー（10回

380法人、フォローアップ
セミナー（5回107法人、
実践報告会（1,476法人）
開催

 効果測定ツール活用事例集
作成

 事業所への伴走支援
 ポータルサイト作成
 生産性向上推進フォーラム
開催

【令和5年度】
 ビギナーセミナー（6回

2,478法人）、フォロー
アップセミナー（6回92法
人）開催

 事業所への伴走支援
 生産性向上推進
 フォーラム開催
 働きやすい職場づくり内閣
総理大臣表彰事業所事例集
作成

【アウトカム】 生産性向上ガイドライン（施設系）を活用して業務効率化を図った事業所（法人数）

※令和5年10月末時点

令和２年度 令和３年度 令和４年度

６５ １１６ ２２９ ※累計値

厚労省公式YouTubeチャンネルで関連動画を公開。10/24時点で13万回再生
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国
消費税財源活用

市
町
村

市町村計画
（基金事業計画）

都
道
府
県

都道府県計画
(基金事業計画)

基金
※国と都道府県の

負担割合２／３、 １／３
（Ⅰ-2 については国10/10）

申
請

事業者等（医療機関、介護サービス事業所等）

交
付

交付

地域医療介護総合確保基金

交付
提出

交付
提出

申請

地域医療介護総合確保基金の対象事業

都道府県計画及び市町村計画（基金事業計画）

○ 基金に関する基本的事項
・公正かつ透明なプロセスの確保（関係者の意見を反映させる仕組みの整備）
・事業主体間の公平性など公正性・透明性の確保
・診療報酬・介護報酬等との役割分担

○ 都道府県計画及び市町村計画の基本的な記載事項
医療介護総合確保区域の設定※1 ／ 目標と計画期間（原則１年間） ／
事業の内容、費用の額等 ／ 事業の評価方法※2

※1 都道府県は、二次医療圏及び老人福祉圏域を念頭に置きつつ、地域の実情を
踏まえて設定。市町村は、日常生活圏域を念頭に設定。

※2 都道府県は、市町村の協力を得つつ、事業の事後評価等を実施
国は都道府県の事業を検証し、基金の配分等に活用

○ 都道府県は市町村計画の事業をとりまとめて、都道府県計画を作成

○ 団塊の世代が75歳以上となる2025年を展望すれば、病床の機能分化・連携、在宅医療・介護の推進、医療・介護従事者の
確保・勤務環境の改善等、「効率的かつ質の高い医療提供体制の構築」と「地域包括ケアシステムの構築」が急務の課題。

○ このため、平成26年度から消費税増収分等を活用した財政支援制度（地域医療介護総合確保基金）を創設し、各都道府県
に設置。各都道府県は、都道府県計画を作成し、当該計画に基づき事業を実施。

令和５年度予算：公費で1,763億円
（医療分 1,029億円、介護分 734億円）

Ⅰ-１ 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する事業

Ⅰ-２ 地域医療構想の達成に向けた病床の機能又は病床数の変更に関する事業

Ⅱ 居宅等における医療の提供に関する事業

Ⅲ 介護施設等の整備に関する事業（地域密着型サービス等）

Ⅳ 医療従事者の確保に関する事業

Ⅴ 介護従事者の確保に関する事業

Ⅵ 勤務医の労働時間短縮に向けた体制の整備に関する事業
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アウトプット指標 アウトカム指標
介護ロボット導入支援事業
ICT導入支援事業

 補助台数
 補助施設・事業所数
 モデル事業所数

 介護職員数の増加
 介護職員の離職率の改善
 介護事業所における介護ロボット及び ICT 導入率の向上
 職員の時間外労働等の減
 補助金の実績報告による介護従事者の負担軽減及びサービスの質の向上（目標達成率・効果等）

介護生産性向上推進総合事業等（地域医療介護総合確保基金（介護従事者確保分） ）
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令和５年度当初予算額：地域医療介護総合確保基金（介護従事者確保分）137億円の内数

 都道府県が主体となって、関係機関との協議会（都道府県介護現場革新会議）の実施、生産性向上や人材確保に関するワンストップ窓口である介護生産性向上総合相談セン
ターの設置等の取組を行うことにより、介護現場における生産性向上や人材確保の取組を推進すること（介護生産性向上推進総合事業）。

 介護施設等に対する介護ロボットやICTの導入支援を実施し、ケアの質の確保や職員の負担軽減等を図ること（介護ロボット導入支援事業・ICT導入支援事業）

１ 事業の目的

２ 事業の概要等
① 介護生産性向上推進総合事業（令和5年度～）

都道府県の生産性向上の取組方針の提示等を行う「介護現場革新会議」及びワンストップ窓口である「介護生産性向上総
合相談センター」の各都道府県への設置や伴走支援の実施に対する補助

② 介護ロボット導入支援事業（平成27年度～）
厚労省・経産省が定める「重点分野」に該当する介護ロボットや通信環境整備への補助

③ ICT（導入支援事業（令和元年度～）
介護記録ソフトとタブレット端末等の導入補助

○見守りセンサー
（見守り）

○入浴アシストキャリー
（入浴支援）

○装着型パワーアシスト
（移乗支援）

○非装着型離床アシスト
（移乗支援）

３ 実施主体等

利用者

都道府県基金
（負担割合：国２／３、
都道府県１／３）

負担軽減 効率化サービス
提供

介護保険施設・事業所

H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3

介護ロボット導入
支援事業※

58 364 505 1,153 1,813 2,297 2,720

ICT導入支援事業 195 2,560 5,371

４ 事業実績等

※都道府県が認めた介護施設等の導入計画件数

※②③の事業
所への補助率
は都道府県が
設定。

※対象となる介護ロボットの例

※都道府県が策定しているアウトプット指標・アウトカム指標の例

http://robotcare.jp/wp-content/uploads/2013/09/cyberdyne01.jpg


介護事業所における生産性向上推進事業・介護生産性向上推進総合事業等のロジックモデル

生産年齢人口が減少する一方で、今後も介護サービス
需要の増加が見込まれる中、介護サービスの質を維
持・向上させつつ、介護現場における業務の効率化や
職員負担の軽減を図る生産性向上の取組を推進するこ
とが不可欠。

現状分析

現状の課題解決のためには、介護ロボットや介護記録ソフ
トを導入することが効果的であるが、導入コストがハード
ルとなっている、何から始めればいいか分からない、導入
したもののうまく活用できていないといった意見がある。

課題

① 生産性向上ガイドラインの理解促進・定着支援のためのセミ
ナー開催と伴走支援、好事例の横展開や機運を高めるための
フォーラム開催、取組を促進するための調査研究

② 介護ロボットや介護記録ソフト等の導入支援
③ 介護事業所からの相談をワンストップで受け付ける相談窓口の

設置促進

事業概要

令和5年度
当初予算額

168,000千円

【インプット】 活動内容
【アクティビティ】

生産性向上ガイドラインの理解促
進・定着支援のためのセミナー

好事例の横展開や機運を高めるため
のフォーラムの開催

調査研究による生産性向上の取組を
支援するツールの開発

介護ロボット、ICTの導入支援

介護生産性向上総合相談センターの
設置支援

活動目標・活動実績
【アウトプット】

総合相談センター設置都道府県の増

※ 総合相談センターの設置実績

生産性向上の取組を実践する事業所の増

※ 今後、介護報酬上の加算算定状
況をもとに把握することを検討

成果目標・成果実績
【短期アウトカム】

成果目標・成果実績
【長期アウトカム】

 施設系サービスにおける人
員配置の効率化

 人材の確保・定着

※具体的な指標は現在検討中

令和5年度
当初予算額

13,700,000
千円の内数

長期アウトカムに関連する事業・施策
 介護現場の生産性向上に向けた介護ロボットの開
発・実証・普及のプラットフォーム事業

 介護ロボット等による生産性向上の取組に関する
効果測定事業

 福祉用具・介護ロボット実用化支援等一式（ニー
ズ・シーズマッチング支援事業）

 指定申請の電子申請・届出システムの構築・運用
 老人保健健康増進等事業による調査研究
 ケアプランデータ連携システム構築事業
 介護報酬上の評価
等

テクノロジーの導入事業所の増

※ ICT導入支援事業・介護ロボット導入支援事業の導入実績

※ 来年度以降、介護ロボットやICT
を効果的に活用できる人材育成
プログラムの支援について検討

政策目標
【インパクト】

「高齢者ができ
る限り自立し、
住み慣れた地域
で自分らしく、
安心して暮らせ
る社会」の実現

ケアの質を確保
しつつ業務の効
率化等を実現

※ 残業時間縮減
や休暇の取得
状況等の事業
の成果につい
て事業所から
報告を求める
ことを検討

全都道府県での生産性向上総合相談
センターの設置

セミナーへの参加法人数

※データ収集対象の拡大検討
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2021年4月1日

参考資料



介護現場における生産性向上（業務改善）の捉え方と生産性向上ガイドライン
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 業務のやり方を工夫することで、現在の業務から「ムリ」「ムダ」「ムラ」をなくし、業務をより安全に、正確に、効率的に行い、負担を軽くすること
を目的として取り組む活動のこと。

 生産性（Output（成果）/Input（単位投入量））を向上させるには、その間にあるProcess（過程）に着目することが重要

一般的な生産性向上の捉え方

介護サービスにおける生産性向上の捉え方

 事業所が生産性向上（業務改善）に取り組むための指針としてガイドラインを作成。
 より良い職場・サービスのために今日からできること（自治体向け、施設・事業所向け）
 介護の価値向上につながる職場の作り方（居宅サービス分）
 介護サービスの質の向上に向けた業務改善の手引き（医療系サービス分）

生産性向上に資するガイドラインの作成

【介護サービス事業における生産性
向上に資するガイドライン】

https://www.mhlw.go.jp/stf/kaigo-seisansei.html

介護現場における生産性向上とは、介護ロボット等の
テクノロジーを活用し、業務の改善や効率化等を進め
ることにより、職員の業務負担の軽減を図るとともに、
業務の改善や効率化により生み出した時間を直接的な
介護ケアの業務に充て、利用者と職員が接する時間を
増やすなど、介護サービスの質の向上にも繋げていく
こと



より良い職場・サービスのために今日からできること（業務改善の手引き）
（介護サービス事業における生産性向上に資するガイドライン）
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①職場環境の整備 ②業務の明確化と役割分担
(１)業務全体の流れを再構築

②業務の明確化と役割分担
(２)テクノロジーの活用 ③手順書の作成

⑥OJTの仕組みづくり⑤情報共有の工夫④記録・報告様式の工夫 ⑦理念・行動指針の徹底

取組
前

取組
後

介護職員が
専門能力を発

揮

介護助手
が実施

介護職の業務が
明確化されて
いない

業務を明確化し、
適切な役割分担を
行いケアの質を向上

職員の心理的
負担が大きい

職員の心理的
負担を軽減

職員によって異なる
申し送り

申し送りを
標準化

帳票に
何度も転記

タブレット端末や
スマートフォンによる
データ入力（音声入
力含む）とデータ共有

活動している
職員に対して
それぞれ指示

インカムを利用し
た

タイムリーな
情報共有

職員の教え方
に

ブレがある
教育内容と

指導方法を統一

イレギュラーな
事態が起こると
職員が自身で
判断できない

組織の理念や行動
指針に基づいた
自律的な行動



・都道府県に対する努力義務規定の新設
都道府県に対し、介護サービスを提供する事業所又は施設の生産性の向上に資する取組が促進され
るよう努める旨の規定を新設する。

・都道府県介護保険事業支援計画への追加
都道府県介護保険事業支援計画の任意記載事項に、介護サービス事業所等の生産性の向上に資する
事業に関する事項を追加する。
※ 市町村介護保険事業計画の任意記載事項についても、生産性の向上に資する都道府県と連携した取組に関する
事項を追加する。

・施行期日：令和６年４月１日

介護サービス事業所等における生産性の向上に資する取組に係る努力義務
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・介護現場において、生産性向上の取組を進めるためには、一つの介護事業者のみの自助努力だ
けでは限界があるため、地域単位で、モデル事業所の育成や取組の伝播等を推進していく必要
がある。一方、事業者より、「地域においてどのような支援メニューがあるのか分かりにく
い」との声があるなど、都道府県から介護現場に対する生産性向上に係る支援の取組の広がり
が限定的となっている実態がある。

・都道府県を中心に一層取組を推進するため、都道府県の役割を法令上明確にする改正を行うと
ともに、都道府県介護保険事業支援計画において、介護サービス事業所等における生産性向上
に資する事業に関する事項を任意記載事項に加える改正を行う。

改正の趣旨

改正の概要・施行期日



介護生産性向上推進総合事業（令和５年度開始 具体的な事業イメージ）
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介護生産性向上
総合相談センター

介護現場
革新会議

第三者による生産性向上の取組の支援

ICT導入支援事業

介護ロボット導入支援事業

地域のモデル施設育成

介護業界のイメージ改善

一体的に実施
介護助手活用支援等

（独）福祉医療機構

（独）中小企業基盤整備機構

よろず支援拠点

ハローワーク

介護労働安定センター

福祉人材センター

シルバー人材センター

経営支援

事業者の採用活動等の人材確保の支援

厚生労働省
（中央管理事業）

研修 有識者派遣 相談

他の機関
との連携 試用貸出 機器展示

本事業の範囲

情報提供・支援
研修・調査研究情報収集・整理

開催支援

方針提示

介護事業者

生産性向上に
関する相談

支援提示
情報提供

介護事業者団体
職能団体、先進的事業所
県社会福祉協議会、
学識経験者 等

つなぎ
連携

※その他、地域の実情に応じた各種支援



介護職員の働く環境改善に向けた政策パッケージについて

介護サービス事業者の財務状況や処遇改善状況の見える化を進め、
経営改善に向けた動機付けを進める。

④介護サービス事業者の経営の見える化

②介護ロボット・ I C T機器の導入支援①介護現場革新のワンストップ窓口の設置

⑦職員配置基準の柔軟化の検討⑤福祉用具、在宅介護におけるテクノロジーの導入・活用促進

⑧介護行政手続の原則デジタル化⑥生産性向上に向けた処遇改善加算の見直し

事業者への様々な支援メニューを一括し、適切な支援につなぐワン
ストップ窓口を各都道府県に設置。中小企業庁の補助金の活用促進。

課題に対応した代表的な導入モデルを紹介するとともに、①のワンス
トップ窓口と連携して、相談対応、職員向け研修など伴走支援を進める。

今年10月から運用開始した電子申請・届出システムの利用原則化
に取り組む。

在宅介護の情報共有や記録の円滑化などについて、調査研究を進
め、活用を促進する。また、福祉用具貸与等の対象種目の追加につ
いて、評価検討を進める。

未取得事業者の取得促進を図るとともに、加算手続の簡素化や制度
の一本化について検討。

実証事業などでのエビデンス等を踏まえつつ、テクノロジー導入に
先進的に取り組む介護施設における職員配置基準（3:1）の柔軟な取
扱い等を検討。

③優良事業者・職員の表彰等を通じた好事例の普及促進

○ 持続的な介護職員の待遇改善を実現するためには、個々の事業者における経営改善やそれに伴う生産性の向上が必要であり、具体的には、取組
の横展開や働きかけの強化等、総合的に取り組むことが重要。

○ 中小事業者も多い、介護事業者の職場環境づくりを全政府的な取組と位置づけ、自治体や事業者も巻き込んで推進し、その成果を、従業員の賃
金に適切に還元していただくことについて期待。

（２）事業者の意識改革

（３）テクノロジーの導入促進と業務効率化

職員の待遇改善・人材育成・生産性の向上などに取り組む事業
者・職員を総理大臣が表彰等する仕組みを早期に導入し、優良事
例の横展開を図る。

（１）総合的・横断的な支援の実施

令和４年１２月２３日 厚生労働省

11


	スライド番号 1
	スライド番号 2
	スライド番号 3
	スライド番号 4
	介護生産性向上推進総合事業等（地域医療介護総合確保基金（介護従事者確保分） ）
	スライド番号 6
	参考資料
	介護現場における生産性向上（業務改善）の捉え方と生産性向上ガイドライン
	より良い職場・サービスのために今日からできること（業務改善の手引き）�（介護サービス事業における生産性向上に資するガイドライン）
	介護サービス事業所等における生産性の向上に資する取組に係る努力義務
	介護生産性向上推進総合事業（令和５年度開始　具体的な事業イメージ）
	介護職員の働く環境改善に向けた政策パッケージについて

